
③産業人材の状況

出典：内閣府「県民経済計算」

（１）実質県内総生産（平成25年度）

（２）産業別従業員割合（平成26年）
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（３）労働生産性の推移
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1)労働生産性＝名目県内総生産÷県内就業者。
2)指数は全国平均を100とした沖縄県の水準。
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主な産業種別の就業者の推移

+82千人
+13.7%

沖縄の産業別就業者数及び離職率

主な産業種別の離職率

(単位：千人)

＜過去５年の平均値＞

（出典：毎月勤労統計調査年報（H24~H28）のデータを基に内閣府作成）

（出典：労働力調査（沖縄県）のデータを基に内閣府作成）
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沖縄における産業別の新規求人数及び過不足感

（１）新規求人数の推移

新規求人数、求人割合 従業員の過不足感

出展：沖縄労働局「労働市場の動きH28年度計」を基に内閣府で作成

単位：人

（２）新規求人割合の推移（全新規求人数に対し）

出展：沖縄県労働政策課「沖縄県労働環境実態調査（平成２６年９月１日時点）」より抜粋
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５ 多様な能力を発揮し、未来を切り拓く島を目指して
(５) 産業振興を担う人材の育成
【基本施策の展開方向】

沖縄の持続的な経済発展に向け、リーディング産業や地場産業などを成長・高度化させる人材や、海
外へのビジネス展開を含む新市場・新分野への進出に取り組む人材、さらには起業家精神を持った人材
など多様な産業人材の育成を産学官連携のもと戦略的に推進します。

【施策展開】
ア リーディング産業を担う人材の育成

沖縄の経済を牽引する観光リゾート産業及び情報通信関連産業をより発展していくための人材育成
を推進します。
このため、観光産業人材の育成については、国内外から訪れる観光客の多様なニーズに対応できる

質の高い人材を育成するとともに、沖縄の観光産業を支える高度な経営人材や通訳案内士等の育成を
推進します。また、観光産業従事者の各種資格・技能認定・登録制度の充実を図ります。

情報通信関連産業を担う人材の育成については、クラウドサービスや新たな組み込みシステムの開発
など、情報通信技術の急速な進化や企業ニーズに即応する実践的かつ多様な人材の育成を図るほか、
若年層の情報通信関連企業への就職・定着支援や、県内企業の人材育成機能の強化に取り組みます。
また、国際的に活躍するＩＴ人材を戦略的に育成するため、アジアＩＴ研修センターの機能強化を図る

とともに、国際的・先進的なＩＴビジネスの創出に資する高度で実践的な情報系人材の育成機関の設立
に向けて取り組むなど、県内企業や世界市場への恒常的な人材供給機能の確立を推進します。

さらに、将来の情報通信関連産業を担う人材を育てるため、行政、企業、学校教育現場等の連携のも
と、高度ＩＴ教育を推進します。

イ～ウ（略）

出典：沖縄２１世紀ビジョン基本計画

沖縄２１世紀ビジョン基本計画における人材育成に関する記述（抜粋）
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 沖縄県は、リーディング産業である観光業や情

報通信産業を中心に好調に推移していますが、失

業率は未だ国内一高く、労働生産性も全国平均の

約７割にとどまっています。

 今後、県経済の発展に向けては、リーディング

産業の高度化・多様化を進めるとともに、ものづ

くりなど基盤産業の競争力も高め、付加価値の高

いビジネスやサービスを生み出していくことが重

要です。

 本事業では企業の成長の源である“人材”に着目

し、マネージメントスキルや将来の成長産業で専

門技術をもつ人材など、沖縄の次なる成長を担う

人材を育成し、県内産業の活性化につなげます。

沖縄型産業中核人材育成事業 平成29年度予算額 １．８億円（新規）

＜沖縄産業イノベーション創出事業＞

 各産業界が主体となって、求められる人材像を検討

し、必要な知識・スキルの習得に向けた人材育成プロ

グラムを開発。県内企業の従業員等を対象に研修を

実施。

 また、開発及び研修の実施に加えて、評価・改善まで

一貫して行っていくことで、専門的な知識・スキルや研

修ノウハウを蓄積し、継続的な人材育成が図られるこ

とを目指していきます。

 沖縄県内の人材の底上げ・高度化

 県内企業の競争力の強化、新たな企業進出を後押し

 非正規雇用の多い県内の雇用環境の改善

人材の

高度化

企業の

競争力向上

産業の

活性化

背景・目的 事業概要

期待される効果

内閣府における人材育成事業（平成29年度事業）

7
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観光マネジメント等能力向上支援事業

（出典：観光マネジメント等能力向上支援事業報告書（平成15年3月）より）

観光産業の人材育成のための取組み例

〇事業の概要

観光関連産業の将来を担うリーダーとなるべき人材の養成を目的

に、平成１４年１２月４日から平成１５年２月１３日までの２ヶ月半にわ
たり、県内観光関連企業または団体に所属する若手・中堅職員を対
象に「観光マネジメント等能力向上支援事業」を実施した。

〇実施主体

(財)沖縄観光コンベンションビューロー（沖縄県委託事業）

〇受講者

県内観光関連の企業又は団体に所属する28歳から35歳程度（入
社5～10年程度）の者を対象とし、75人（研修生61人、聴講生19人）
が参加。

〇研修内容

（１）専門講座：観光学概論、マーケティング概論
（２）教養講座：文化・歴史・語学等
（３）その他：講演、ディベート研修、宿泊研修等

＜カリキュラムの例＞

項目 タイトル

平
成
⒕
年

12/17 戦略マネジメント 戦略システムマーケティングセミナー

12/18 戦略マネジメント 営業力強化セミナー１・２

12/24
戦略マネジメント 観光関連法規

戦略マネジメント リーダーシップセミナー１

12/26
文化（教養） 観光プロモーションとマーケティング

語学（教養） 英会話レッスン３

平
成
⒖
年

1/7
戦略マネジメント カラーと観光ビジネス

戦略マネジメント 旅行業経営概論

1/9
戦略マネジメント トータルな人事労務管理

その他 フリートーキング１

1/14 戦略マネジメント コンベンションビジネス

1/17
接遇（教養） プロトコール（やさしい国際マナー）

講演会 沖縄観光への提言

〇事業スケジュール

事 項
14年
10月 11月 12月 15年

１月
2月 3月

①研修プログラムの作成

②講師選定、依頼

③研修生募集、決定

④研修実施

⑤研修報告会開催
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学校数及び児童数等

（出典：沖縄県「離島関係資料」を基に内閣府で作成）

平成26年5月1日現在

（出典：沖縄県 離島関係資料（平成28年1月））

離島出身の中学校卒業者の進学就職状況

【大教室でのスクーリング】
（県立泊高校）

・県立 泊高等学校（那覇市）

（生徒数1,216名（H28.5現在）、昭和52年に小録高校から移管）

・私立 八洲学園大学国際高等学校（本部町）

（生徒数 925名（H28.5現在） 、平成12年開校）

・私立 Ｎ高等学校（うるま市）

（生徒数1,570名（H28.5現在） 、平成28年開校）

沖縄の通信制高校

離島出身
中学校

卒業者総数
（平成２６年度）

1,457人

沖縄本島
285人

中学所在島内
及びその他離島

1,094人

県外
27人

就職・その他
51人

進学

就職等

沖縄本島（285人）内訳

石垣市 ・・・46人
宮古島市 ・・・43人
伊江村 ・・・40人
与那国町 ・・・25人
伊是名村 ・・・23人
伊平屋村 ・・・16人
座間味村 ・・・14人
多良間村 ・・・13人
久米島町 ・・・12人
竹富町 ・・・11人
南大東村 ・・・11人
北大東村 ・・・ 8人
粟国村 ・・・ 7人
その他 ・・・16人

【私立の通信制高校（広域）の本校校舎】
（八洲学園大学国際高等学校） （Ｎ高等学校）

※ 高校のない離島出身者が沖縄本島の高校に進学する

ための寄宿舎（「群星寮」）を平成28年1月に開設

（出典：沖縄県ホームページ及び各学校紹介HP）

④離島教育の状況

学校
数

教員
数

（人）

学級
数

児童
数

（人）

学校
数

教員
数

（人）

学級
数

児童
数

（人）

学校
数

教員
数

（人）

学級
数

（人）

島外
通学
者数
（人）

伊平屋島 伊平屋村 1 11 7 99 14.1 1 11 4 56 14.0

野甫島 〃 1 6 3 14 4.7 1 4 1 3 3.0

伊是名島 伊是名村 1 12 7 82 11.7 1 8 4 63 15.8

伊江島 伊江村 2 23 14 247 17.6 1 15 7 137 19.6

水納島 本部町 1 3 1 2 2.0 1 6 1 2 2.0

6 55 32 444 13.9 5 44 17 261 15.4 0 0 0 0 0 0.0

津堅島 うるま市 1 7 3 16 5.3 1 9 2 11 5.5

久高島 南城市 1 3 3 7 2.3 1 6 3 17 5.7

粟国島 粟国村 1 8 5 41 8.2 1 11 4 20 5.0

渡名喜島 渡名喜村 1 6 3 17 5.7 1 8 2 7 3.5

座間味島 座間味村 1 7 4 41 10.3 1 8 3 22 7.3

阿嘉島 〃 1 5 3 7 2.3 1 3 1 7 7.0

慶留間島 〃 1 4 3 7 2.3 1 3 1 5 5.0

渡嘉敷島 渡嘉敷村 2 18 10 45 4.5 1 12 3 16 5.3

久米島 久米島町 6 60 34 494 14.5 2 26 13 264 20.3 1 30 9 227 25.2

奥武島 〃 1

北大東島 北大東村 1 7 4 22 5.5 1 9 3 24 8.0

南大東島 南大東村 1 11 7 87 12.4 1 9 3 37 12.3

17 136 79 784 9.9 12 104 38 430 11.3 1 30 9 227 1 25.2

宮古島 宮古島市 16 227 140 3,129 22.4 12 186 68 1,610 23.7 3 152 45 1,581 79 35.1

池間島 〃 1 6 3 22 7.3 1 9 3 16 5.3

来間島 〃 1 4 2 5 2.5

伊良部島 〃 2 26 13 254 19.5 2 25 7 152 21.7 1 22 6 90 8 15.0

多良間島 多良間村 1 10 6 86 14.3 1 10 3 58 19.3

21 273 164 3,496 21.3 16 230 81 1,836 22.7 4 174 51 1,671 87 32.8

石垣島 石垣市 21 264 160 3,320 20.8 9 154 62 1,636 26.4 3 152 47 1,486 0 31.6

竹富島 竹富町 1 6 3 25 8.3 1 7 2 12 6.0

西表島 〃 6 34 20 155 7.8 4 31 9 74 8.2

鳩間島 〃 1 6 3 2 0.7 1 4 1 4 4.0

小浜島 〃 1 8 5 38 7.6 1 6 2 15 7.5

黒島 〃 1 6 3 6 2.0 1 6 2 6 3.0

波照間島 〃 1 7 5 44 8.8 1 6 2 7 3.5

与那国島 与那国町 3 24 12 81 6.8 2 19 8 42 5.3

35 355 211 3,671 17.4 20 233 88 1,796 20.4 3 152 47 1,486 0 31.6

79 819 486 8,395 17.3 53 611 224 4,323 19.3 8 356 107 3,384 88 31.6

北 部 圏 域 計

中 南 部 圏 域 計

宮 古 圏 域 計

八 重 山 圏 域 計

離    島    計

島　　名 市町村名

小学校 中学校 高等学校

一学
級当

たり平
均児
童数
（人）

一学
級当

たり平
均児
童数
（人）

生徒数 一学
級当

たり平
均生
徒数
（人）
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